
自治体フロントヤード改革モデル事業（令和6年度補正予算）採択団体一覧

人口
1万人未満

山形県 西川町 0.5万人
○９割近いマイナンバーカード保有率を活かした、オンライ
ン申請・デジタル通知の推進・導入

○高齢者対応を意識した職員が移動するワンストップ窓口

先
駆
的
モ
デ
ル

他自治体等
との連携 山口県 宇部市 15.8万人

○県内自治体との事務の共同委託を見据えたリモート窓口・
DXコールセンターの導入

○地元高専と連携したデータ分析による業務改革

データ連携等に
よるバックヤー
ド業務効率化

兵庫県 神戸市 149.3万人
○年間約145万時間に及ぶバックヤード業務のボリューム
ゾーンを捉えてフロント・バックを一気通貫で効率化

○申請情報の自動入力・審査、起案文書の自動登録等を導入

住民情報の
活用に向けた
システム開発

茨城県
静岡県

つくば市
浜松市

26.0万人
78.5万人

○行政課題（公共施設の最適配置、保育施設の需要分析等）
に対応するため、保有データを庁内で活用できるよう抽象
化するシステムを開発（共同提案）

人口
1万人から5万人

佐賀県 嬉野市 2.5万人
○コンシェルジュ（職員）配置やリモート窓口等により庁舎
統合で縮小される庁舎の窓口機能を維持・向上

○R5年度モデルを発展させた汎用性の高い改革モデル

人口

5万人から10万人 大阪府 河内長野市 9.9万人
○オールドニュータウンを抱える団体のデジタルディバイド
対策（申請書作成をサポートする書かない窓口の導入等）

○予約システム・セルフ端末の充実による業務効率化を実現

人口
10万人から30万人

宮崎県 延岡市 11.4万人
○デジタルネイティブ世代が多い出産・子育て手続を対象に、
申請から通知までを一気通貫でデジタル化

○住民の声を収集・反映させるサイクルを徹底

島根県 出雲市 17.3万人
○中山間地域住民や高齢者の移動負担、外国人住民の言語課
題を複数デジタルツールで解消

○データ対応の徹底によるダブルトラックの解消
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